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第２号議案                                                      

令令和和４４年年度度事事業業計計画画書書   

自  令和４年４月 １日 

至 令和５年３月 31 日 

 

我が国の状況は、世界的な新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、依然として内外の社会経済活動に深刻な影響がありました。

令和３年 10 月以降、政府・地方自治体の各種政策の効果や海外経済の改善もあって、我が国経済においては、持ち直しの動きを見せて

いましたが新型コロナウイルスの新たな変異株が令和４年１月になり大流行し、再び予断を許さない状況が続いています。 

このような状況の中、香川県社会保険労務士会（以下「当会」という。）においては、引き続き「Beyond CORONA」を標榜し、企業経営

の維持と労働者の雇用確保に寄与するよう、使命感を持って様々な施策を展開してきたところです。 

一方、最新の動向においては、「従来の 10 年分の変化が１年で発生する時代」と言われるように、IT をはじめ様々なビジネスの形が

これまでの常識では考えられないほどの速度で変化しています。企業においても「SDGｓ」、「ビジネスと人権」等の理念のもとに持続可

能な企業活動、持続可能な社会につながる「新たな価値」が創造されていることを踏まえると、社会保険労務士（以下「社労士」という。）

も、企業とともにこの変化に対応すべく日々の業務にあたらなければなりません。こうした「新たな価値」を理解し、新しい時代の企業

支援を行うために、社労士の社会的地位の向上を実現すべく各種の事業を展開していきます。 

特に、事業環境の急激な変化と新たな局面に対応した社労士業務の推進に関する事業の中核に位置付けるデジタル化推進に関する事

業として、社労士が我が国のデジタル化を支える先端的専門士業であることを広く国民に理解されるよう、各種施策を展開します。そし

て、社労士事務所の情報セキュリティの向上を図るため、昨年度に引き続き会員による SRPⅡの取得を支援します。 

加えて、働き方改革推進支援に関する事業として、全国社会保険労務士会連合会（以下「連合会」という。）が展開する働き方改革に

関する事業活動を共有し、地域に根差した働き方改革の推進を図っていきます。さらに、経営労務診断・経営労務監査を企業に普及させ

るよう取り組みます。 

また、社労士が労務管理及び労働社会保険諸法令の専門家として、我が国社会における新たな時代の要請にますます応えるべく、香川

県社会保険労務士政治連盟の協力を得て取り組みます。 

 

自　令和４年４月 1日

至　令和５年３月31日
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ⅠⅠ  事事業業環環境境のの急急激激なな変変化化とと新新たたなな局局面面にに対対応応ししたた社社労労士士業業務務のの開開発発・・再再設設計計・・事事業業推推進進にに関関すするる事事業業  

デジタル化に象徴される事業環境の急激な変化、新型コロナウイルス感染症の感染拡大と相まった社会・経済の変化、さらには働き方

改革の加速による新たな局面に対応した社労士業務の開発・再設計・事業推進が求められることから、以下の事業を推進します。 

１．デジタル化推進に関する事業 

（１）マイナンバー制度の利活用に関連し、連合会が着手する登録事務の見直し及び会員マイページの構築、政府が目指すデジタル強靭

化社会にふさわしいインフラ整備のロードマップの策定に協力します。 

（２）会員がマイナンバーカードを取得することを勧めるとともに、国民や企業での普及促進活動を会員が実施できるように支援しま

す。 

（３）誰ひとり取り残さないデジタル化を実現するため、会員が円滑に電子申請に取り組めるよう支援を行います。 

（４）社労士業務を取り巻くデジタル化に対応するため、社労士がデジタルコミュニケーションをより一層活用できるよう支援します。 

（５）社労士事務所の情報セキュリティの向上を図るため、より多くの会員が SRPⅡを取得できるように支援します。また、情報セキュ

リティ対策として、特にサイバー攻撃に対応するための情報提供を行います。 

（６）政府のデジタル庁及び規制改革の動向を注視し、連合会と連携して情報提供を行います。 

２．働き方改革推進支援に関する事業 

（１）働き方改革の一つの方向性を都市一極集中から地方分散と捉え、テレワークをはじめとする働き方を提示し、兼業・副業等による

地方就労・地方活性化に向けた働き方を図る施策を検討します。 

（２）企業が新しい働き方を導入することに伴う新たな課題（産業保健やメンタルヘルス関係等）への対応を支える取り組みについて情

報提供を行います。 

（３）本年度から医療法改正に伴い医療機関への評価制度が導入されていることから、労務面の評価を社労士が的確に対応できるよう情

報提供等の支援を行います。 

（４）働き方改革関連法の正確な理解促進を行い、的確な助言・指導に資することを目的とした連合会の社労士研修システム（以下「e

ラーニング」という。）において、働き方改革関連法に関する解説動画が配信されていることを引き続き周知します。 

（５）働き方改革と併せて、人材確保・定着に関する事項についても、企業にとって業種・業態・規模を問わず対応が必要となることか

ら、各企業が対応できるよう支援します。 
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３．事業開発に関する事業 

会員の業務拡大・改善を図るため、継続的に以下の事業を推進します。 

（１）企業経営における労務コンプライアンス状況や人材配置の適正性に関する「経営労務監査」業務を社労士業務として確立するため

の検討を、引き続き連合会と連携して行います。 

（２）経営労務診断については、社労士が企業を診断して認証マークを発行する「社労士診断認証制度」を社労士の新たな業務として確

立し、多くの会員が経営労務診断に取り組めるよう、連合会の「経営労務診断のひろば」サイト等を通じて情報提供を行います。 

（３）労働条件審査については、公共事業入札企業の労働者の健全な労働条件確保のため、地方自治体に「労働条件審査」の提案を行う

など、制度の普及促進に努めます。 

（４）連合会が従前より事業展開を進めている医療・介護・建設・保育業等の各分野における業域拡大を目的とした研修・広報等の各種

施策について、連合会と連携して改善を図るとともに、他の分野についても政策動向や中小企業・小規模事業者の実態を注視しなが

ら情報提供します。 

４．関与率向上に関する事業 

（１）県内の社会保険適用事業所における社労士の関与率について、実績を情報収集しながら、随時、必要な改善策を検討します。 

（２）厚生年金保険新規適用事業所情報を希望する会員に提供します。 

（３）「社労士診断認証制度」を利用した活動を支援します。 

５．業務侵害行為の防止対策に関する事業 

社労士制度推進月間等の機会を活用し、業務侵害行為に対する注意喚起を行います。 

（１）社労士法に違反する業務侵害行為又は侵害する恐れのある行為に対しては、常に情報収集し、厳正かつ適切に対処します。 

（２）行政機関、労使関係団体、士業関係団体等に対して注意喚起を行い、業務侵害行為発生の未然防止を図ります。 

（３）社労士（社労士法人の社員を含む。）及び事務所職員の名札着用について、引き続き徹底を促し、行政機関等の窓口での非社労士

排除プレートの掲示とともに、業務侵害行為に対する予防効果を高めます。 

（４）四国税理士会香川県支部との定例協議会を実施します。 
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ⅡⅡ  事事業業環環境境のの変変化化にに適適合合ででききるる専専門門能能力力向向上上にに関関すするる事事業業  

社会のデジタル化と少子高齢化社会の到来などを背景として、「働き方改革」が進められる中で、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大と相まって、事業環境の変化に適応できる専門家として必要な業務遂行能力を取得することを目的とした体系的な研修を実施するた

め、以下の事業を行います。 

１．社労士の品位保持に関する事業 

（１）社労士の職業倫理について会員の意識を高め、実践していくため、職業倫理上の問題の実態把握及び会員への周知を行います。 

（２）連合会の倫理研修テキストの利用及び e ラーニングの受講を周知し、倫理意識の保持に努めます。 

（３）社労士による不適切な情報発信への対応として、各社労士のホームページ等の情報を連合会と共有します。 

（４）国民からの苦情等に対しては、綱紀委員会及び苦情処理相談窓口で迅速かつ適切に対応します。 

２．研修に関する事業 

社労士の使命を果たすための業務能力を涵養するとともに、専門性の能力担保として外部から評価され得る新たな研修制度の検討や e

ラーニングの利用促進を引き続き連合会と連携して行います。 

（１）政府のデジタル庁創設に伴って社会のデジタル化が進む中、「社労士が企業に対してデジタル化の提案をどのようにできるか」を

重点テーマとして、必要な研修を検討します。 

（２）社労士が補佐人業務を行うため、連合会から教材の提供等の支援を受けながら訴訟代理人との連携の在り方、業務を行う上で留意

すべき事項等を内容とする「社労士補佐人研修」を引き続き検討します。 

（３）倫理研修については、連合会が提供する教材を利用した e ラーニングの活用を勧めるとともに、義務研修としての「倫理研修」 

の受講率の向上に努めます。 

（４）新たに入会した会員が、社労士として業務を行うにあたって必要な基礎知識を習得することを目的とする「新規入会者研修」（e ラ

ーニング）の受講を勧めるとともに、新たに開業した会員・開業を予定している会員が、開業者として業務を行うにあたって必要な

知識、手法を修得することを目的とする「新入会員研修」を実施します。 

（５）「医療労務コンサルタント研修」、「介護事業労務管理研修」、「保育業労務管理研修」、「企業主導型保育施設への労務監査事業監査

員養成研修」（e ラーニング）などを連合会や地域協議会と連携して周知するとともに「医療労務コンサルタント研修フォローアップ

研修」等を実施します。 
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（６）年金相談員の養成及び専門性の向上を目的として、「年金相談実務者研修」、「年金マスター研修」、「相談員研修」、「個人情報保護

研修」、「マナー研修」等の年金関連の研修を実施します。 

（７）「安全管理研修」を実施します。 

（８）持続可能な企業活動につながるよう、人事労務管理に関する「業務研修」を実施します。 

（９）紛争解決手続代理業務を行うために必要な学識及び実務能力を修得する「特別研修」に関する情報提供をします。 

（10）連合会による研修を周知するとともに、積極的な参加を奨励します。 

（11）その他、各種法令等の制定・改正等に伴い、社労士業務に関する必要な知識を修得するための研修等を実施します。 

３．地域協議会及び近隣県会が実施する研修に関する事業 

（１）地域協議会が実施する研修について、会員に周知し、積極的な参加を奨励します。 

（２）近隣県会の会員が参加できる研修を実施するとともに、近隣県会の研修に当会の会員が参加できるよう働きかけ、研修機会の拡大

を図ります。 

 

ⅢⅢ  社社労労士士のの社社会会的的使使命命のの実実現現とと社社会会貢貢献献にに関関すするる事事業業  

社労士としての社会的使命の実現と社会的貢献を果たすため、以下の事業を実施します。 

１．街角の年金相談センター高松（オフィス）（以下「高松オフィス」という。）の運営に関する事業 

（１）本年度も引き続き県内の市・町や島しょ部への出張相談を実施します。また、当該出張相談についてはすべて予約制にて対応しま

す。 
（２）連合会街角の年金相談センター運営本部の指導に基づき、相談員のスキルアップや個人情報保護遵守の意識を徹底させるための研

修・能力確認を実施します。 

（３）年々認知度は上がり、来所者数、相談件数ともに多くなってきましたが、より一層気軽で便利な年金相談所として多くの人々に利

用していただけるよう、広報活動を行います。 
（４）連合会及び高松オフィスが実施する研修等への相談員の参加を促します。 
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２．総合労働相談所（以下「相談所」という。）及び社労士会中小企業経営労務支援センター（以下「支援センター」という。）

に関する事業 

（１）高松市役所及び坂出市福祉総合相談センターで労働者からの相談窓口である相談所、事業主からの相談窓口である支援センターを

引き続き開設します。 

（２）相談所及び支援センターの利用促進を図るため、インターネット等を活用して広報活動を行います。 

３．社労士会労働紛争解決センター香川（以下「解決センター」という。）に関する事業 

（１）解決センターの利用促進を図るため、インターネット等を活用して解決センター、相談所及び支援センターに関する広報活動を行

います。 

（２）相談所と支援センターで受付した相談であっせんによる解決が望ましい相談は、解決センターでのあっせんにつなげることができ

るように連携強化して、あっせん手続きの活用を推進します。 

（３）特定社労士のスキルアップに必要な研修を行います。 

４．学校教育等に関する事業 

（１）学生の社会保障及び労働に関する知識の修得に貢献する社労士による学校教育を推進するため、連合会と連携して引き続き厚生労

働省及び文部科学省における社会保障教育に関する取り組みの情報収集を行います。 

（２）社会保障、労働に関する学生等の理解向上を目的として出前授業を実施し、学校教育支援活動を行います。 

（３）就労に関する基礎知識の修得を目的として就労支援として四国少年院等に講師を派遣します。 

５．成年後見制度への対応に関する事業 

（１）高齢社会における喫緊の課題となっている成年後見制度の利用促進に関する政府の取り組みに貢献するために、連合会や他都道府

県会と情報共有を行います。 

（２）連合会から社労士による成年後見活動に必要な研修用教材等の提供を受け、「成年後見人養成研修」の実施を引き続き検討します。 

（３）「一般社団法人社労士成年後見センター」の設立については、「特定非営利活動法人後見ネットかがわ」との連携を含め、他都道府

県会の情報を共有しながら引き続き検討します。 

６．災害復興に関する事業 

風水害、地震災害をはじめとする突発的な自然災害が発生した際に、被災状況を勘案のうえ、適切で必要な対応を行うとともに、連合 
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会が行う被災地域の復興支援事業については引き続き検討します。 

７．日本司法支援センター（法テラス）への協力に関する事業 

日本司法支援センター（法テラス）の事業における社労士の専門分野に関する相談について、解決センター、相談所及び支援センター

を紹介できるよう、より一層の連携を図ります。 

８．その他の事業 

新型コロナウイルス感染症の感染状況を把握し、必要に応じて「感染症関係労働相談窓口」を当会事務局において開設するなど、経営

者及び労働者からの相談に対応します。 

 

ⅣⅣ  広広報報にに関関すするる事事業業  

コロナ禍における新しい生活様式の時代において、国民の皆様に社労士制度を周知し、知名度向上を図るとともに、社労士が人に寄り

添い様々な支援に取り組むことができる専門家であることを広く知っていただくために、以下の事業に取り組みます。  

１．対外的な広報に関する事業 

（１）連合会作成の PR 動画の活用、社労士制度広報用ポスター、チラシの行政機関、コミュニティセンター等での掲示や、年金・労働

無料相談会等への来訪者にはノベルティグッズを配布するなどして、社労士制度の周知を図ります。 

（２）新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の取り組みを行いながら、年金や労働問題に関する無料相談会や社労士会セミナーを企

画し、社労士制度の理解と社会的な信頼醸成の活動を行います。 

（３）社労士が働き方改革推進の担い手であることを効果的に発信するため、連合会と連携して広報活動を行います。 

（４）地域の報道機関等にて、年金や労働問題に関する情報発信を行い社労士制度や社労士業務の周知を図ります。 

２．会員に向けた広報に関する事業 

毎年２回、当会の活動状況、事業の進捗報告、会員投稿等を掲載した「社会保険労務士かがわ」を発行し、会員及び関係機関に配布し 

たり、ホームページに掲載します。また、必要に応じて臨時号を発行します。   

３．ホームページ・SNS 等による情報発信に関する事業 
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（１）連合会のホームページ・SNS・メールマガジンを活用し、社労士制度や連合会の取組等の活動紹介等の情報発信を行います。 

（２）当会のホームページ・メールマガジンを活用し、当会の行事案内や活動内容等の情報発信を行います。 

４．関係機関・報道機関等との連携による広報に関する事業 

（１）関係行政機関、日本年金機構、全国健康保険協会（以下「協会けんぽ」という。）、労使関係団体等と相互に連携し、各機関が実施

する諸施策に協力し、社労士の広報活動を行います。 

（２）当会の事業活動に関して、広く地域社会に周知すべきものについては、プレスリリースを行い、報道機関の活用に努めます。また、

報道機関からの取材等に対して、社労士の専門性や有用性を発信できる案件について協力を行います。 

 

ⅤⅤ  行行政政機機関関等等ととのの連連携携にに関関すするる事事業業  

行政機関等と連携し、社労士の専門性を活かす分野において以下の事業を行います。 

１．四国厚生支局への協力に関する事業 

（１）四国厚生支局が行う中国四国地方年金記録訂正審議会に対して、委員の推薦を行い、年金記録問題の解消に協力します。 

（２）定期的に連絡会等を開催し、連携を強化します。 

２．香川労働局等への協力に関する事業 

（１）長時間労働の是正、同一労働同一賃金の導入、仕事と子育て・介護・疾病等との両立可能な環境整備、時間や場所にとらわれない

働き方などの働き方改革に関する施策に必要な協力をします。 

（２）「香川働き方改革推進会議」の構成員として、「働き方改革」の実現に向けて取り組みます。 

（３）香川県地域両立支援推進チーム連絡会・長期療養者就職支援担当者連絡協議会の構成員として、治療と仕事の両立支援、長期にわ

たる治療等が必要な疾病を持つ求職者に対する就職支援事業に協力します。 

（４）労働保険年度更新電子申請コーナーへの会員の派遣及び雇用保険電子申請アドバイザーへの会員の推薦により、電子申請の利用促

進に協力します。 

（５）ハローワークに設置している「雇用保険・年金等相談コーナー」に配置される雇用保険・年金アドバイザーに会員の推薦を行い、

雇用保険と年金との併給調整に関する相談に協力します。 
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（６）雇用調整助成金及び産業雇用安定助成金の申請手続支援に協力します。 

（７）外国人雇用管理アドバイザーに会員の推薦を行い、事業主からの外国人労働者の雇用管理に関する相談に協力します。 

（８）「香川県在籍型出向等支援協議会」の構成員として、新型コロナウイルス感染症の影響で、一時的に雇用過剰になった企業と人手

不足の企業との間で在籍型出向のノウハウや情報の共有や送出企業や受入企業の開拓を推進していきます。 

（９）定期的に連絡会等を開催し、連携を強化します。 

３．日本年金機構及び協会けんぽとの連携に関する事業 

（１）日本年金機構四国地域部、年金事務所及び協会けんぽ香川支部と随時協議を行い相互の連携強化を図るとともに社労士業務改善に

積極的に取り組みます。 

（２）日本年金機構との連絡会議や年金事務所との定例打合会を通じて、年金事務所等における年金相談業務及び高松オフィスの現状と

課題を話し合い、円滑な運営を推進します。 

（３）香川県地域年金事業運営調整会議への出席すること及び地域型年金委員に会員を推薦することにより日本年金機構が実施してい

る地域年金展開事業に協力します。 

（４）「年金の日」（11 月 30 日）の事業に協力します。 

（５）協会けんぽ香川支部との連絡会を開催し、連携を強化します。 

４．各省庁等への協力に関する事業 

（１）総務省四国行政評価支局が行う行政相談会等に会員を相談員として派遣します。また、総務大臣が委嘱する行政相談委員について

社労士の委嘱を働きかけます。 

（２）国土交通省が実施する建設業の社会保険未加入問題への取り組みについて、適切に対応します。 

（３）農林水産省が実施する農作業安全に係る取り組みにおいて、農業法人等への労災保険加入促進など社労士業務に関連する分野につ

いて、適切に対応します。 

（４）香川県労働委員会主催の「無料労働問題相談会」へ相談員を派遣します。 

（５）高松市に設置されている高松市中小企業勤労者福祉共済事業運営審議会並びに高松市中小企業振興審議会の委員に会員の推薦を

行います。 

（６）社労士による中小企業支援を展開するため、中小企業庁、株式会社日本政策金融公庫等との連携を推進し、新型コロナウイルス感

染症の感染拡大防止の取り組みを行いながら各種セミナーを実施するとともに、中小企業からの人事労務管理に関する相談に適切
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に対応します。 

（７）丸亀市において男女がお互いに人権を尊重し喜びも責任も分かちあい、性別にかかわりなくその個性と能力を十分に発揮できる男

女共同参画社会づくりを目的として設置されている「丸亀市男女共同参画審議会」の委員として「第４次男女共同参画プランまるが

め」のプラン作成に取り組みます。 

５．関係団体との交流に関する事業 

（１）中小企業支援に関する香川県弁護士会との連携を強化し、推進します。 

（２）社労士制度に対する理解と協力を得るため、労使関係団体、士業関係団体等と積極的に情報交換し、交流を深めます。 

６．社労士の活用要請に関する事業 

（１）行政機関・団体等に対して、講師、相談員、アドバイザー等に社労士を活用するよう要請します。 

（２）裁判所に対して、司法委員、調停委員への社労士の登用を要請します。 

 

ⅥⅥ  社社労労士士法法改改正正にに関関すするる事事業業  

社労士法改正については、第９次社労士法改正の実現に向けて、厚生労働省をはじめ関係各方面と調整を進めるとともに、これまでの

経緯を踏まえ、国民のニーズに適切に応えるために関係諸規程の整備を連合会等と連携して行います。 

 

ⅦⅦ  社社労労士士制制度度 5555 周周年年にに関関すするる事事業業  

社労士制度が令和５年に制度創設 55 周年を迎えるにあたり、記念事業等の概要について検討を進めるとともに、連合会が開催する各

種記念事業に協力します。 

 

ⅧⅧ  委委託託事事業業等等にに関関すするる事事業業  

厚生労働省、その他の省庁及び公的機関から連合会が委託を受け、当会に実施要請のあった事業、当会が行政機関等から直接委託を受

けた次の各事業について、引き続き適正に推進します。 

－ 59 －



- 11 - 
 

また、社労士制度の目的にかなうと判断できる事業について、委託入札等の募集があったときは積極的に取り組みます。 

１．年金事務所における年金相談窓口業務に関する事業 

年金事務所窓口における年金相談業務及び出張相談業務について、日本年金機構との委託契約に基づき、引き続き積極的に取り組みま

す。 

２．年金事務センターに関する事業 

年金相談・セミナー開催等について、依頼に応じて積極的に取り組みます。 

３．中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推進支援事業への協力 

 連合会が実施する中小企業・小規模事業者等を対象にした働き方改革推進支援事業に協力します。 

４．香川県外国人労働人材関係相談窓口支援業務への協力 

香川県で外国人の雇用についての労務管理、その他労働に関する事項等に関して、事業者及び外国人からの相談業務に協力します。 

 

ⅨⅨ  社社労労士士総総合合研研究究機機構構（（以以下下「「社社労労士士総総研研」」とといいうう。。））にに関関すするる事事業業 

社労士総研が行う調査研究成果等の発表や報告について、速やかに会員に情報提供するとともに必要な施策や事業に協力します。 

 

ⅩⅩ  各各種種事事業業  

上記Ⅰ～Ⅷの各事業に加えて、会員の業務の拡大と会務の円滑な遂行を図るため、以下の各事業を行います。 

１．当会の運営推進に関する事業 

（１）当会の運営推進のため、次の諸会議を行います。 

① 総会 

② 正副会長会 

③ 常任理事会・理事会 
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④ 部会・委員会 

⑤ 支部長会 

（２）支部活動を支援します。 

（３）会員登録及び特定社労士の付記並びに社労士法人登載等、連合会への取次事務を適正に処理します。 

（４）ホームページ、メールマガジン、メールや定期郵送での資料等を通じ、会員に対して会務の進捗状況その他必要な連絡、情報提供

を行います。 

（５）苦情が寄せられた際には、苦情処理相談窓口と連携して適切に対応します。 

（６）永年及び部員・役員歴による県会への功労者の表彰を行います。 

（７）行政機関等に設置した名札の掲示を更新します。 

（８）会員名簿の更新を適宜行います。 

（９）役員選任について、会則変更を行います。 

２．災害対策に関する事業 

本年度も香川県の司法書士会、土地家屋調査士会、行政書士会及び当会で構成する香川県四士業災害時支援協議会の活動に参加し、災

害時の県民支援に役割を果たせる対策等を引き続き検討します。 

３．社労士試験事務等に関する事業 

社労士試験について、連合会の指示のもと協力します。 

４．福利厚生に関する事業 

（１）会員相互の親睦活動を推進します。 

（２）会員の同好会活動を支援します。 

（３）地域協議会の親睦活動に協力・参加します。 

（４）連合会共済会の福利厚生事業に協力します。 

５．香川県 SR 経営労務センターへの協力に関する事業 

香川県 SR 経営労務センターの事業に協力します。 
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６．その他の事業 

（１）会員に対して社労士賠償責任保険の加入を奨励します。特に、行政機関、関係団体等に派遣する相談員、アドバイザー、講師等を

当会が選任するときは、社労士賠償責任保険に加入していることを要件にします。また、サイバーリスク保険（特約加入）について

も奨励します。 

（２）使用者賠償責任保険の加入推進を行います。 

（３）社会保険労務六法、社労士法詳解、社会保険労務ハンドブック、実務相談、社労士手帳等、社労士業務に役立つ実務書籍のあっせ

ん、頒布に協力します。 

（４）その他必要に応じ、事業を実施します。 

－ 62 －


